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第40回 施設・研修等分科会議事次第  

 

 

                          日  時：平成26年２月17日（月）16:14～18:14 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第３共用会議室  

 

 

１ 開 会  

 

２ 議 事  

 １．公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリング  

  〇 播磨研究所大型放射光施設（SPring-8）及び関連施設運転業務  

    （文部科学省、（独）理化学研究所）  

  〇 大型放射光施設（SPring-8）及び関連施設建屋・設備等運転保守業務のうちSACLAに関

する部分  

    （文部科学省、（独）理化学研究所）  

  〇 Ｘ線自由電子レーザー装置等の運転監視業務  

    （文部科学省、（独）理化学研究所）  

  〇 Ｘ線自由電子レーザー装置等の保守・整備・調整業務  

    （文部科学省、（独）理化学研究所）  

 

  〇 中東産油国向け産業協力事業  

    （経済産業省、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構）  

 

 ２．別表フォローアップに関する対応について  

  〇 全国港湾海洋波浪情報網における海象情報データ伝送補助業務  

    （国土交通省）  

 

３ 閉 会  
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〇小幡主査 それでは、ただいまから第40回施設・研修等分科会を開催いたします。 

 本日は、公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングについて、独立行政法人理

化学研究所の「播磨研究所大型放射光施設（SPring-8）及び関連施設運転業務外３事業」

及び独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の「中東産油国向け産業協力事業」、公

共サービス改革基本方針別表に記載された事項に関する対応について、国土交通省の「全

国港湾海洋波浪情報網における海象情報データ伝送補助業務」について審議を行います。 

 はじめに、独立行政法人理化学研究所の「播磨研究所大型放射光（SPring-8）及び関連

施設運転業務」、「大型放射光施設（SPring-8）及び関連施設建屋・設備等運転保守業務の

うち SACLA(サクラ)に関する部分」、「X 線自由電子レーザー装置等の運転監視業務」、「Ｘ線

自由電子レーザー装置等の保守・整備・調整業務」の４事業につきまして、一括して審議

を行います。 

 本日は、独立行政法人理化学研究所坪井理事に御出席いただいております。事業概要等

については、申しわけございませんが、御説明は15分以内でよろしくお願いしたいと思い

ます。 

〇坪井理事 ただいま御紹介いただきました理化学研究所で SPring-8と SACLAを担当して

おります理事の坪井と申します。本日は、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、まずパワーポイントの資料などを使いながら、概要を御説明させていただけ

ればと思います。 

〇事務局 資料１－１の通し番号７ページ以降の資料になります。 

〇坪井理事 放射光施設の丸いリングと直線部分の SACLA の２つの施設が兵庫県の播磨に

ございます。パワーポイントの資料の２ページをお開きいただきたいと思います。SPring

-8と SACLA は、放射光とかＸ線のレーザーというものですが、これはミクロの分析を行う

ための施設です。原子とか分子レベルの小さいものを見るためには波長の短い光、Ｘ線が

必要になり、その波長の短い光には大きなエネルギーが必要で、その大きなエネルギーの

ためには大きな施設になってしまうということがございます。SPring-8は、今現在でも世

界で最も大きなエネルギーの高い放射光施設でございます。また、SACLA はＸ線のレーザ

ーを発生させる施設で、これはアメリカと日本の２台しかない、こういった施設でござい

ます。いずれも「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」という、いわゆる理

研の研究のための施設ではなく、産学官、いわゆる外の人の共同利用施設というふうな法

律の位置づけでございます。この法律は、全国でまだ４つしか対象施設がなく、そのうち

の２つにあたります。残りの２つはスーパーコンピュータ京とか、茨城県にあります J-PA

RC の施設でございます。したがって、利用者のために安定した運転が求められているとい

う施設でございまして、SPring-8は、年間利用者が約16,000人、課題も約2,000件、SACLA

はまだ52件と758人という、これは実際に使うところのビームラインが、SPring-8が57個、

SACLA は２つと、そういったところにも対応しているかと思っております。 

 おめくりいただいて、海外との施設の比較も３ページに載せております。この規模のも
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のはヨーロッパとアメリカに１台ずつございまして、ヨーロッパの場合は、ESRF という一

つの国際組織が一元的に運営をしているというものでございます。アメリカの場合は、エ

ネルギー省の施設をシカゴ大学の関係の会社が運営をしていますが、いずれも施設の運転

を一つの組織で一貫して行っていると承知をしているものでございます。 

 Ｘ線自由電子レーザーは４ページですけれども、これは日本とアメリカ、一番右側がア

メリカですが、この２つの施設しかないというものでございます。ヨーロッパはまだ建設

中でございます。こちらも大きさは、日本のものは700ｍで、ヨーロッパは3.4㎞、アメリ

カは２㎞と、非常に大きな施設ですが、実際の性能は、今現在、日本のものが最も短い波

長のＸ線を発生させるということで、これも世界最高性能の施設でございます。 

 ５ページは施設の利用で、これは産業利用から学術利用まで非常に幅広く、しかも、材

料から、ライフサイエンスのたんぱく質の構造解析などの非常に幅広い分野で使われる施

設でございます。論文で言いますと、非常に質の高い論文が出てきています。また、産業

利用でも、タイヤの絵がございますけれども、こういったゴムの構造解析などで省エネタ

イヤの実用化につなげ、その分析が SPring-8で行われたという特徴があるものでございま

す。 

 ６ページは、SPring-8には特別な経緯があるところで御説明させていただければと思い

ます。もともと昭和63年頃から日本原子力研究所と理化学研究所が共同してこの施設をつ

くろうということで、実は、加速器が大きく分けて３つあるうちの前段の２つを原研が、

一番大きな蓄積リングを理研がということで、分担して建設したという経緯があります。

このときに、これは共同利用施設ということで初めてのもので、特定放射光施設、まさに

この施設の共用のための法律ができたということがございます。 

ここでは、２つの組織で建設はするわけですけれども、共同利用施設として一元的な運

用が必要、利用者支援が必要だと、そういった考え方がありまして、JASRI と書いてある

財団法人の高輝度光科学研究センターが、この法律の中で放射光の利用研究促進機構とい

うことに位置づけられて、共同利用のための課題選定、利用支援の外、施設の維持管理・

運転を原研・理研の２者から委託を受けて行うことが法律の中にも明示された指定機関と

いう位置づけでございました。この指定をされてから３年後にようやく供用開始が始まっ

た、指定されてから、３年間の準備期間があったということです。 

その後、当初は理研・原研とも特殊法人でございましたけれども、特殊法人は人件費の

制約ということもあって、原研とか理研でこの大きな世界一の施設を運用する人員を確保

するのではなく、むしろ、JASRI という財団法人が運転する仕組みという形で、委託を受

けてやる形ということでスタートしているものでございます。その後幾つか経緯がありま

すが、平成17年に原子力研究所が核燃料サイクル開発機構との統合問題などの関係もあっ

て、SPring-8の３つの加速器とも理研の施設になったということがあります。 

さらに、平成18年には放射光施設以外、スーパーコンピュータ京も供用施設として位置

づけるためということで、法律改正があって、放射光だけでない、特定先端大型研究施設



3 

 

の共用の法律というふうに衣がえをしたときに、施設の運転みたいなものは指定機関では

なく、指定機関の業務から外れる、法律には明示されなくなるということになり、それか

ら、指定ではなく、登録制という形にこの位置づけが変わるという法改正が行われておる

ということがございます。 

その後、この法律が施行したときに、財団法人が改めてこの登録機関に選定されるとい

うことがございました。次の改正は、J-PARC の法律改正が行われ、平成24年にＸ線自由電

子レーザーも、この共用の対象施設として加えられたと、このような経緯があります。や

や特殊ないろいろな経緯があったということを書いてございます。 

 この点を改めて７ページに載せておりますけれども、法改正前は、法律の指定機構とい

うことで、このピンク色の部分が位置づけられて、まさに理研・原研という２つの組織は、

施設の所有はしていたのですけれども、運営とか利用者支援全体は指定機構が行うという

ことで、そこに加速器の運転などを委託するという形で行われています。それが、共用法

の改正後は、法律上の義務は、利用者の選定と利用支援だけに登録機関の業務が絞られま

して、それ以外は法定外の業務ということでございましたが、理研からの委託については

入札方式に変えたということでございます。これは、後ほど御説明したいと思いますが、

実際、１者応札がずっと続いているのが現状でございます。 

 こういった課題については、行政事業レビューでいろいろ御指摘がありましたので、「運

転委託契約に係る改善検討委員会」を設けさせていただきました。この報告書はきょう持

ち込みということで席上にお配りさせていただいたのではないかと思いますが、平成22年1

2月にまとまっております。改善検討委員会の委員には、外部の有識者、特に公認会計士の

方とかその他技術者の方などにも、まさに外部の人に入っていただきまして、どういった

形で運転委託契約についての改善方策があるかということで御議論いただきました。実際

には６回の会議、現地での視察、それから、現地でのいろいろな担当者へのヒアリングと

か、非常に丁寧に御議論いただいたということで、このような報告書をまとめていただい

たということでございます。 

この中には、ちょっと細かくなってしまいますが、先ほどの御説明させていただいたよ

うな施設の概要や運営上の特徴や経緯などもまとめて、改めて整理をいただいた上で、ど

ういう形での見直しがあるかということを御検討いただいたものでございます。実際には、

外部の方に御検討いただいた中でも、パワーポイントの８ページの資料になりますけれど

も、実際には、こういった施設運転の経験を持っている高輝度光科学研究センターの関与

なしには運転は不可能と想定するのが常識的であると、ただし、建物・設備等の保守・管

理など、従来は一本の契約であったものの中から、それを別個の契約にすることで、必ず

しも他者の参入みたいなものがあり得るのではないか、そういうことを検討すべきという

ような御指摘をいただきました。 

 この結果を踏まえまして、平成23年度から、建屋とか設備の保守管理、安全管理業務、

また、24年度から広報業務は全体の契約から分離して、別個の契約にして入札を行ったと
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ころであります。この委員会の報告書を踏まえながら、そういう改善努力を理研としては

進めてきているということでございます。 

 以上が、SPring-8の関係のところの全体のこれまでの経緯等でございます。 

 一方、９ページからは、最近の状況ということで、独立行政法人の制度の見直しの関係

で出てきている議論を簡単に御紹介したいと思います。 

 安倍内閣が発足いたしまして、成長戦略ということの中で、昨年の６月に閣議決定され

た「科学技術イノベーション総合戦略」がございます。この中では、研究開発法人の制度

を、研究成果を最大化するような、世界最高水準の研究開発が行えるような制度にすべき

ということが大きなメッセージとして出されておりますが、その中に「調達方法の改善」

という文言、それから、現行制度の中でも運用上可能なものについては早急に見直しをし

ろという中の項目の１つに、一般競争入札にこだわらず、研究の実態に合わせた法人の契

約・調達を可能とするため、研究の実態に即した調達基準を策定すべきというような指摘

がこの段階でございました。 

 続きまして、めくっていただきまして10ページですが、こちらは議員立法で昨年の12月

に成立した「研究開発力強化法」の改正ですが、その中に「調達に関する規定」が１条ご

ざいまして、ある意味では理念的な規定ではございますけれども、研究開発法人や大学の

研究開発能力の強化を図るため、研究開発の特性を踏まえて、迅速かつ効果的に物品及び

役務の調達を行うことができるよう必要な措置を講ずるという法律が制定されています。 

 さらに、独立行政法人の改革については、昨年の12月24日の閣議決定、11ページでござ

います。この中では、研究開発法人については、世界トップレベルの成果を最大化するよ

うな制度改正をするという中に調達に関する記述がございまして。基本的には、随意契約

によることができるようなものについて、総務省がいろいろな見直しをした上で、新たな

ルールを策定するということで、総務省でこの検討が今後行われるというものと理解をし

ているところでございます。 

 この背景になるものと思いますが、12ページには、自民党の報告書ですけれども、行政

改革推進本部が取りまとめた「独立行政法人・特別会計委員会」の中に、独法制度の運用

の改善の中で、一番下ですけれども、調達については、透明性・適正性を前提としつつ、

適正な価格競争効果をもたらさない無駄・不合理な入札は排除するなど、実態に即した合

理的な取扱いを可能とする必要がある。本来随意契約が可能であるケースを具体化・明確

化して、法人に示すべきであるというような御指摘をいただいて、これが政府にもそうい

った御指摘を受けている部分があるのではないかと考えているものでございます。 

 ということで、独立行政法人全体の改革の中で、この調達の問題が今後検討されて、総

務省での検討が行われることについて、随意契約などの御指摘があるので、理化学研究所

としてはそういったところの新しいルールのもとで、今後いろいろ新たな検討をしていく

必要があるのではないかという感じを持っておるものでございます。 

 そういったことで、全体の概要ですけれども、あと、個別の課題については、内閣府の
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事務局から御指摘をいただいた資料をつけさせていただいておりますけれども、それぞれ

の SPring-8と SACLA に関する業務の概要についての資料、言葉が仕様書などから取ってい

るので、少しかたい感じもございますけれども、それぞれつけさせていただいております

のと、今現在の公益財団法人高輝度光科学研究センターとスプリングエイトサービスとい

う入札の結果、委託している会社についての概要の資料をつけさせていただいているとこ

ろでございます。 

 今、特に市場化テストの関係になるかと思いますが、SPring-8のスキームに関しては、

先ほどの有識者の議論の報告書にもありましたが、規模とか能力の関係で、ほかの方々の

サービス参入が難しい面があるのではないかと。特に、別途、事務局からの御紹介の中に

あります資料ですが、SPring-8の実際の業務は、大体157名ぐらいの規模でやっております。

実際、財団法人では、博士号を持っている人が73名ぐらいいらっしゃると。したがって、

それぐらいの規模の能力のある要員を用意しないとこの運転管理の委託が受けにくいと、

そういう状況にあろうかと思います。あとは、この立地場所も、相生駅からバスで40分ぐ

らいのところということもあって、そういったところも新たな事業者の方にとっては難し

くなるような論点があるのではないかと考えているところでございます。 

 同じ加速器で、既に入札された、市場化テストに進んだものがあるということですが、

今、原子力研究機構でやられたのは、５人ぐらいの規模のものだとお伺いしているので、

規模の観点からもちょっと比較しづらい部分があるかと考えているところでございます。 

 済みません。ちょっと長くなりました。 

〇小幡主査 ありがとうございました。 

 それでは、坪井理事から御説明いただきました内容につきまして、御質問・御意見のあ

る委員は、御発言をお願いします。 

〇石堂副主査 御説明ありがとうございました。 

 ちょっと素人なものですから、６ページの「これまでの経緯」をもうちょっと御説明い

ただきたいなと思ったのですけれども、平成６年10月に、JASRI が促進機構に指定された

と、その吹き出しのところで、供用業務について、総理大臣が指定する機関（機構）が行

うということになっていて、それで、この JASRI が指定を受けたとなると、これは指定を

受けたところしかやれない。ですから、競争とか入札とかということは関係ない世界で来

たと。 

〇坪井理事 はい。 

〇石堂副主査 今度は、平成18年７月に、指定から登録制になったと。この吹き出しの意

味がいま一つわからない。指定から登録制に移行したことに伴い、随意契約から競争入札

に変更したと。指定から登録になると、何で競争入札の道が開けたのかというのがちょっ

と理解できなかったというのが１点です。 

 それから、この流れで来ると、供用業務については、競争入札をやろうではないかとい

う方向で法律も来ているような感じを受けるのですが、後で御説明いただいた10ページ以
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降のいわゆる調達改善に関するこういう提言があるのだというほうでは、どっちかという

と、法律もいろいろ考えて慎重にではあるけれども、随契の道を開いたらどうかというト

ーンで書かれているのですけれども、私は御説明を聞いててそういう意見が並んでいるよ

うに思ったのですが、そうすると、法律が、供用業務についてはあえて競争入札を可能に

したことに対して、それは閉じるといいますか、また随契に戻せという提言が相次いでい

るという理解でいいのですか。 

〇坪井理事 まず前半は、７ページのほうがより正確ですが、供用業務の中には、共用施

設部分の運転の話と加速器部分の運転の話は、正確に言うと区別がされておりまして、共

用施設部分は法律の指定どおりです。加速器本体の運転そのものは、法律の指定ではござ

いませんでした。そういったことで、こちらは任意の委託でしたが、ビームラインと加速

器は明らかに一体として運転したほうがよかったということで、これは随意契約で理研・

原研が委託をしていたというのが正確なところでございます。 

 後段の質問は、まさに独立行政法人改革の中で、研究開発法人を中心に随意契約から、

物品の調達も含めて、明らかに世界最高性能の機器を買おうとすると、１つしかない場合

があると。そういったときも形式的に入札をすることがあるかという、この関係というよ

りは、そういった大きな中で御議論が進められて、物品と役務の調達について随意契約を

したほうが、あるいは研究者への負担とかそういったものを軽減したりして、調達期間の

問題とか、世界との競争の問題とか、そういう中で随意契約できるケースを示してやるべ

きではないか。そのほうが成長戦略とか、研究開発機関の強化につながるのではないかと

いう議論から出てきているものではないかと理解をしております。 

〇石堂副主査 片方は法律改正にまでなって競争入札の道を開いたというのに対して、法

律は変えずに、いろいろな意見があるから随契に戻そうというのは、何かちょっと違うよ

うな気がするのですね。 

〇坪井理事 加速器の運転自身は、そこに関しても、法律改正前の入札にできなくはなか

ったとは思います。ただ、登録機関となったので、登録機関は、誰でも申請ができるよう

になったので、それにあわせて一般競争入札にしたほうがいいだろうという判断にしたと

いうことではないかと思っております。 

〇石堂副主査 平成６年から18年というこの10年くらいの間に、情勢を見て、指定から登

録に法律をもって変えたということからいくと、そこからまた７～８年たってやはりだめ

だということであれば、法律そのものがまた戻りましたと言うのだと非常に明確だと思う

のですけれども、そうではなくて、いろいろなところから意見が出ていますということで

支えていこうとすると、法律の流れから言ったらそうではないでしょうということに対し

て、どう抵抗できるのかという気がするのですけれども、そういう感じです。 

〇坪井理事 法律の登録機関としてやるには、利用者選定・支援のところなので、確かに

そこが一方的に指定するのではなくて、ほかの参入もできるようになったのはそのとおり

だと思います。 
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〇石堂副主査 そういう意味では、今おっしゃっている部分については、これからもそう

でいいのだということではないのでしょう。 

〇坪井理事 実態的に制度上の問題と、実はできる能力とかの問題とありまして。まさに1

5,000人が使う施設です。 

〇石堂副主査 そういう話をされると、18年の法律は、実は実態に合いませんという御意

見を聞かされているような気がするのです。 

〇坪井理事 登録業務は、利用者選定と利用者支援に限定されているところが業務になっ

ていると。そこは確かに変わり得るという制度設計になったとは思います。５年ごとに実

は見直しがありますけれども、５年後に、JASRI を再度確認して、見直しがあったのです

けれども、また同じ JASRI がこの機関になっているという実態であります。したがって、

制度的には、いろいろな方が能力さえあれば参入できる形にはなるような法律改正ではあ

ったとは思いますし、随意契約も、能力があることで随契を判断することは可能なのかも

しれません。 

〇小幡主査 ほかにはいかがでしょうか。 

〇小佐古参考人 幾つかあるのですけれども、最初に質問事項を全部まとめて申し上げま

す。 

 こういう施設は、研究施設自身が研究を進めるような側面と、加速器自身の進歩を図っ

ていくような仕事をやられる人と、ある程度かたまってそれを供用に供するような部分と、

幾つか分かれると思うのですけれども、あとは、事務機構ですね。人の配置とかそういう

のはどうなのでしょうか。我々のセンスからいくと、もう人員も削られている。お金は何

とかなるから、外部委託したほうが安くつくというのが我々のセンスですけれども、そこ

の人員配置と研究所のミッション、つまり、委託に出して競争入札すれば、浮いた分を研

究側に回せば、研究所としてはもうちょっと引かれるわけですね。そこら辺はどうなので

しょうかというところが質問の１番目ですね。 

 ２番目ですけれども、本体とビームラインと分ける。確かにそうだと思うのですね。本

体は開発的な要素とか様々なことがありますから、中の人がやらないとちょっと危ないと。

あるいは、供用ラインということになると、24時間運転していますし、共同利用で来られ

る人がいっぱいおられるわけですから、中の人がそういう定式化したことをやるよりは、

外の委託に出すほうが、はるかにコストパフォーマンスもいいし、利用者の利用勝手もい

いということですけれども、要するに、開発レベルのものを共同利用に出しているわけで

はないのですね。出したのを見ると、一度火災などが起きたりしていることもあって、外

に出せない理由を、運転している途中で止まると困るからと。我々の感覚からすると共同

利用に出すようなものを外に出して、安全装置が働いて止まらないようなものを共同利用

に出してはいけないと。それはつまり開発的なところで、供用に供するのは、もう既に、

かなり一般的なところでも止まることができるようになっているのではないのかなという

ような感覚があるのですけれども、そこはどうでしょうかというのが２番目の質問です。 
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 それから、３番目は、SPring-8とかそういうところではなくて、加速器全体とか、産業

全体のことを考えますと、今は医療用の加速器が増えてきたり、そういうメンテナンスの

需要が急激に高まりつつあるのですね。だから、SPring-8とかそういうところで人材を養

成するとか、資格化するというようなことも視野に入れて、もうちょっと開放していただ

くと、世の中の全体の役に立つのではないかと思うのですけれども、そこら辺はいかがで

しょうか。 

 ４番目ですが、随契で研究者の負担を小さくという話があったのですけれども、我々の

センスでいくと、ある程度大きな物品は、海外入札もやって、国内外を問わずいいものを

しっかり入れていただくことが施設のためにもいいし、全体にとっていいのではないのか

なという気がするのですけれども、４つほど。 

〇小幡主査 いかがでしょうか。 

〇坪井理事 競争入札で、価格競争で安くできれば確かにいいので、４つの契約のうち、

建屋については２者入札で、建屋ですから、これはほかでもできる者がいると判断してい

るのですが、加速器本体においては、160名ぐらいの人でやっているものを、これをもう一

つのそういった組織をつくれるかどうか、それだけの準備をされてこれをやられたい方が

いるかどうかということが、入札にして、１者入札がなくなるかどうかのポイントですが、

検討委員会では、それはなかなか難しいのではないかという御判断が、我々というよりも、

客観的な面から見てもそうではないかという報告書をいただいているところが実態でござ

います。 

〇小佐古参考人 この辺、ちょっと感覚が違いましてね。言葉は悪いのですけれども、投

げておけば全部やってもらえるという点では楽なのでしょうけれども、業務の内容をもう

少し定式化されて、安定的に運用できるものと開発的な要素があるものとか、しっかり仕

分けをやられるということをやらないといけないのではないかという気がすごくするので

すよ。共同利用に供するような部分のところは特殊なもので、特殊なチームしかできない

というようなものをそういう供用に供するのは非常に不安定というか、マニュアル化する

とか、トラブルが起これば実際にやるわけですし、実際のメンテナンスと言っても、我々

の感覚から言えば、実際につくった会社が実際にはメンテするわけですよ。例えば三菱電

機とか何とか重工とかというのが実際にはやるわけですから、ちょっと仕分けをするとか、

交通整理のほうがもう少しきちんと進められるような時期に入ってきているのではないか

という気がするということですね。 

〇坪井理事 加速器本体の性能向上みたいな開発の部分は、理化学研究所の研究チームで

対応する、今でもしているところでございます。一方、運転とか利用者支援のところや、

安全管理は財団法人が16年間にわたって実績を積み重ねて、運転がシャットダウンするよ

うなところも非常に少なく実績を積み重ねてきていますので、その運転をすることについ

ては、今非常にうまくいっているのではないか。その運転を入札の中で、別な者がうまく

引き継げるものかどうかというところについては、有識者の専門家も、この報告書の中で
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細かく御議論いただいたのですが、難しいのではないかという判断をしているというのが

現状です。 

〇小佐古参考人 加速器は大変だからあれですけれども、何となくビルメンテナンス会社

がビームラインを保守するみたいな図式になっているのですが、実は、加速器を保守する

ような会社も急激に成長してきているのですね。だから、外に出す＝ビルメンテナンス会

社だからできないという図式はもう成り立たないような時代に入っているのではないのか

なという気がちょっとしたりもするのですね。何かのときの御参考にしてください。 

〇生越室長代理 １点誤解があるようですけれども、火災を起こしたという話になってい

ますが、隣接する兵庫県が管理している施設のほうで、我々の施設ではないということで

すね。 

 あと、産業用・医療用というお話がありましたけれども、こちらについては、規模が明

らかに違うものでして。１者でまとめて一本のシステムをつくったものは、当然その会社

がメンテナンスできるものですけれども、SPring-8になりますと、何百を超える企業の部

品を調達して私たち理化学研究所、高輝度光科学研究センターがシステムとして組んだも

のですので、つくった者がということになりますと、理研ないしは JASRI が運営するとい

うことで、今それを実現していると考えているところでございます。 

〇小佐古参考人 全体はそうですが、ビームラインということになりますと、このライン

ということになりますから、かなり限られた範囲の運用になりますしね。仕事自身を少し

仕分けされて、ここで出た益で御本尊のほうはしっかり研究開発が進めると。御本尊のほ

うの開発要素をしっかりフィードバックできるような仕組みをつくっていただいて、削減

するだけでなく、削減したものが成長できるようなところに回るような形になっていれば、

モチベーションも高くなるのではないのかなという気がするのですが、ありがとうござい

ました。 

〇小幡主査 業務について非常に特殊で、高輝度光科学研究センターしかできないという

ようなものが、本当に全てそうなのか。あるいは切り分けることもできるのではないかと

いう視点があろうかと思いますが、ほかの委員はいかがでしょうか。 

 ボリューム的に言いますと、資料１－１の７ページの図ですけれども、法定外の独自業

務とありますところですが、このボリュームはかなり大きいのですか。 

〇坪井理事 加速器施設の維持管理・運転というところまでで約160名です。 

〇小幡主査 共用施設の維持管理・運転は。 

〇坪井理事 これが大体160名の規模です。JASRI 全体では、文科省から直接交付金が来る

登録機関としての業務なども含めると300人以上の人員がいます。 

〇石堂副主査 JASRI というのは、このためにつくられた財団ですか。 

〇坪井理事 もちろん財団法人ですので、民間企業の方たちの寄付で成り立っております

が、もともと昭和63年、原研と理研が建設はするのですけれども、法律の中で一元的な運

営と利用促進機関が必要だという法律で、法人制度ができることを想定して、この法人が
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つくられたという形でございます。 

〇石堂副主査 さっきのお話ですと、別な仕事もやっているということですけれども、SP

ring-8の関係でやっている事業の規模は、JASRI の事業全体では５割とかそんな感じです

か。 

〇坪井理事 この報告書の中ですと、７割以上は SPring-8関係です。実は、同じ施設の中

に、兵庫県が持っている放射光施設があったりしますので、そこの部分の仕事もやってお

ります。あと、民間企業が独自のビームラインなどを設置しております。そこの企業から、

また、いろいろ委託を受けていたりとか、そういったところもあります。 

〇小幡主査 スプリングエイトサービスという事業者に再委託されている部分がございま

すね。 

〇坪井理事 財団からですね。 

〇小幡主査 それを財団自身がやらないで、これは株式会社ですか。 

〇坪井理事 株式会社です。これについても、先ほどの改善検討委員会の報告書でも検討

がされて、10ページぐらいから書いてありますが、24時間運転もあって、財団職員で全て

をやらずに、会社のほうに再委託的なことをやっているという感じです。 

〇小幡主査 ある程度定式化した業務内容ですか。スプリングエイトサービスができると

いうことですね。 

〇坪井理事 はい。 

〇石堂副主査 その再委託部分が２億ぐらいという数字かなと思います。 

〇坪井理事 はい。 

〇石堂副主査 それを含む JASRI が受注している額は、トータルどのくらいですか。 

〇坪井理事 再委託調査費ということで資料をお出ししています。 

〇事務局 Ａ－４の11ページです。 

〇坪井理事 全体が40億の中の２億です。 

〇小幡主査 スプリングエイトサービスは何か子会社的になっているのですか。ほかの業

務はあまりやってないのですか。 

〇坪井理事 開設したときには、本当に民間会社です。JASRI と今現在は資本関係はない

という形です。もともと、JASRI は平成24年から公益財団法人に移行しております。 

〇樫谷副主査 専門機関をつくって、理研が直接やってなかったのですね。 

〇坪井理事 海外の機関は、設置者と運営がほぼイコールですけれども、特殊法人の時代

で、こういう建設は出資金でできるのですが、人件費は補助金ということで、人員の縛り

が厳しかったと。あと、理研単独でやるには、原研と、加速器を分担しながら建設しない

と、大きさ的にもつらかったということで、両者の共同建設です。 

〇樫谷副主査 ということで、結果的に第三者をつくらざるを得なかったということです

ね。本来ならば、別に理研直接にやればいいと、こういう話ですね。 

〇坪井理事 もう一つは、共同利用施設というのは、自分の研究所がつくって、課題選定
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などの公平性が失われてはいけないということで、共同利用施設の課題選定は、むしろ第

三者、別なほうがいいだろうという議論もあったと承知していまして、これはスーパーコ

ンピュータ京でも、J-PARC で課題選定とか利用者支援を負担しているという形です。国際

的に、それが標準かと言われれば、標準ではないと思います。 

〇樫谷副主査 ただ、実績のほとんどを理研の仕事をもらっているのですね。第三者かと

言われると、そこについては、第三者委員会をつくって別にやっているわけですね。 

〇坪井理事 審査委員会を JASRI がつくっています。 

〇樫谷副主査 つくってやっているということであって、JASRI が判断しているわけでは

ないですね。広い意味では判断しているのかもしれません。 

〇坪井理事 課題選定の方針みたいなものは JASRI がつくって、文科省が認可しています。 

〇樫谷副主査 文科省の方針でやっているということですね。 

〇坪井理事 はい。そういう意味では、課題選定には。 

〇樫谷副主査 それには入ってないのですね。 

〇小幡主査 関連施設、建屋・設備等運転保守業務ですが、これは通常のビルメンテナン

スと異なる温度管理が必要なのですか。 

〇坪井理事 これなども精密ということですが、0.1℃刻みの温度管理がこの加速器施設は

必要である。非常にセンシティブな施設ということで、ビームラインは多分28日周期に変

動しますので、まさに月の引力というか、潮汐感覚、それぐらいも影響するような精度の

施設で、温度が少し違うとそういうところに全部影響してしまうので、通常の加速器以上

の精度が必要だと。もちろん温度管理自体は同じなのですが、精度が違うことが見てもら

うという現状でございます。そういった要求水準が厳しいことで、参入しようということ

で説明を聞かれた会社でも、ちょっと二の足を踏んだことがあると聞いております。 

〇小幡主査 その応札しなかった方、あるいは参加を辞退した方というのは、温度管理が

難しいからということだったのですか。 

〇坪井理事 技術レベルの問題と、場所的にも、その会社がこの場所にそれだけの人員は

向けられないかなと判断したというようなことも聞いています。入札を辞退したところへ

のヒアリングは、そういうふうに聞いております。 

〇小幡主査 温度管理の微妙な厳しさはわかりますが、いろいろ機器とかマニュアルとか

きちんと提示することで、必ずしも絶対無理ということでもないように思います。 

〇坪井理事 技術要件があわないということで辞退した会社があります。 

〇生越室長代理 建物の中で行われている実験の内容によって調整を変えなければいけま

せんので、実験の中身を理解した上で温度管理をされていると聞いております。 

〇小佐古参考人 設計をして建設するときに、もちろん微妙な問題はいろいろあるのです

けれども、ビームラインとしてある程度安定的に運転できるということになるようになる

までには、その種のものをいろいろ工夫してやれるようになっているから共用になってい

るのではないかなというセンスが我々のほうにはあるのですよ。ビームラインごとにかな
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り性格は違いますからね。うちは産業用で機密を保持したい、触ってほしくないというよ

うなラインもありますし、こちらのほうは県の方でおんぶにだっこで全部見てほしいとか、

このラインは非常に精度が必要であるとか、もう少し業務内容をブレークダウンしてお考

えになる、あるいは議論されるほうが、それがいいのではないのかなという気がします。

随契のほうが研究者の負担が少ないというのですけれども、ある意味でいけば、競争入札

にして国際入札にすれば、もっと性能のいいものが納入できる可能性もあるので、いろい

ろな議論はやってみたらいいのではないのかなと思います。 

〇樫谷副主査 全て随意契約で、便利だからいいと言っているわけではなくて、随意契約

にするならするだけのちゃんとした背景と、それから、コスト管理は絶対必要で、便利だ

からいいという論理だけでは問題だと思うので、そこの認識は違うということをよく考え

てください。 

〇坪井理事 本当にそのとおりだと思います。 

〇小幡主査 それでは、時間がまいっておりますので、理化学研究所のヒアリングについ

ての審議はこれまでとさせていただきます。 

 事務局から、本日の議論を整理していただけますか。 

〇事務局 １件目の「播磨研究所大型放射光施設（SPring-8）及び関連施設運転業務」に

ついては、委員の先生の中から、加速器の運転などを一部スプリングエイトサービスなど

に定型化されているものについては、再委託されていますので、そのようなものを含めま

して、さらなる競争性を高めるというところの観点から、そういう部分について部分的に

切り出して、民間競争入札を実施できないか等について検討をしていただければどうかな

と考えています。 

 ２件目の「播磨研究所大型放射光施設及び関連施設の建屋・設備等の運転保守業務」に

ついては、管理の水準は非常に高いということでございましたけれども、管理する内容は、

普通のビルメンテナンスよりはレベルは高いのですけれども、普通の会社が参入できる余

地はないのか。さらに、今、請負業務をやっているからということを踏まえますと、業務

がある程度定型化されているというような意見がございましたので、さらなる競争性を高

めるという観点から、民間競争入札を導入して、公共サービス改革法に基づく入札手続を

通じて、競争性の向上及び品質の向上、経費削減を図ってはどうかというようなことだと

考えております。 

 残りの「Ｘ線自由電子レーザー装置等の運転監視装置」及び「Ｘ線自由電子レーザー装

置等の保守・調整・整備業務」については、余り議論がとれなかったということもござい

ます。この業務については、今回、行政事業レビューシートの中で、自主的な改善を求め

るというようなところでございましたので、Ｘ線自由電子レーザー関連の業務については、

来年度に向けて、自主的な改善を求めてはどうかと思っております。 

 以上のことを含めて、理研さんの取組を取りまとめまして、事務局を通じて分科会に報

告をするというところでいかがでしょうか。 
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〇小幡主査 ただいまの事務局からの提案についていかがでしょうか。各委員からの御意

見がございましたら、お願いします。 

〇小佐古参考人 この種のもので、身を削るというところばかりではインセンティブがあ

りませんので、削れて浮いたものは、本来の研究開発とか、本来業務に回るようなインセ

ンティブをぜひどこかで入れていただくと、削られるばかりではない、合理化して前に進

めると、そこのところがポイントではないかなと。 

〇樫谷副主査 今のおっしゃったことについては、先生がおっしゃったとおりですが、今

の制度設計は、コストカットをすれば、比較的経営努力が認められて、自主財源として使

えるような設計に今度はなると思います。 

〇坪井理事 今回は、共用法なので、運営費交付金と違いますので、ちょっと別区分され

てきます。 

〇樫谷副主査 その仕組みを変えればいい。補助金にするからそうなってしまうので、違

う仕組みにすればいいのですね。これはできない。そうしないと宛てがいぶちになってし

まって、経営努力をしても意味がないという、先生のお話になってしまうので、やるなら、

インセンティブをつくれる仕組みにしないといけないのではないかと思います。だから、

そこはどことどう交渉したらいいのか全然わかりませんが、ぜひ、文科省を通じて、独法

をそういうふうにしたのだから、それにもかかわらず、補助金だからできませんと言われ

たら、これは違いますねという話になってしまいます。もちろんそういうふうに直してい

ただくことのほうが大事かなと思いますので、よろしくお願いします。 

〇小幡主査 独法改革全体についても樫谷副主査からご意見がございました。 

 それでは、本日の議論の中で、各委員からは、非常に特殊な技術であるとか、いろいろ

な御事情についての説明はございましたが、それでも、業務を整理していただいて、切り

分けて、競争性を高めることができるのではないかという意見が多く出されました。そこ

で、各委員から出された課題や意見等について、実施府省において、１か月程度をめどに

取りまとめていただいて、事務局を通じて御回答をいただきたいと思います。その結果に

ついて、各委員で確認をしたいと思います。 

 本日の議論を踏まえて、私と事務局との調整の上、監理委員会への報告資料を整理した

いと思います。 

 整理したものにつきまして、事務局から３月の監理委員会の本委員会に報告を願うとい

うことになります。 

 それから、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認をしたい

事項がございましたら、事務局にお寄せください。きょうは時間が足りないということも

ございましたので、事務局において整理をしていただいた上で、各委員にその結果を送付

していただきたいと思います。 

 事務局から何かございますか。 

〇事務局 特にございません。 
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〇小幡主査 それでは、理化学研究所の皆様におかれましては、御出席ありがとうござい

ました。どうか、よろしく御検討をお願いいたします。 

 

（（独）理化学研究所、文部科学省退室、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構、経済産

業省入室） 

 

〇小幡主査 続きまして、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の「中東産油国

向け産業協力事業」につきまして、審議を行います。 

 本日は、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の根井理事に御出席いただいて

おります。事業概要等についての御説明をお願いいたします。恐縮ですが、時間が少し押

しておりまして、説明は10分程度でお願いできればと思います。 

〇根井理事 本日は、お忙しい中をお時間をいただきまして、ありがとうございます。私

ども石油天然ガス・金属鉱物資源機構がやっております「中東産油国向け産業協力事業」

についてということでございますので、具体的な内容について、お許しいただければ、担

当部長を今日連れてきておりますので、藤野からコンパクトに御説明申し上げたいと思い

ます。 

〇藤野部長 よろしくお願いします。藤野と申します。お手元配布の資料色刷りの２枚紙

で説明させていただきます。 

 「中東産油国向け産業協力事業」は一言で申しまして、私どもは化石燃料が国内にない

ものですから、中東の産油・産ガス国から大量に輸入しています。そのための彼らとの良

好な関係を築くという観点から、私どもが彼らから輸入するのみならず、日本の産業界に

現地に出ていって、現地に投資して、より経済的な関係を強化するという目的のもので始

められておりました。大きく２つ、サウジアラビアとアブダビの２か国についてやってお

ります。 

 最初のページがサウジアラビアとの産業協力のスキームでございますが、これはそもそ

も平成19年４月の最初の安倍総理大臣のときに同国を訪問されて、そこで、サウジアラビ

アと日本側で共同声明がなされました。そのポイントは、「両国の産業における投資機会を

促進する目的のために、適切かつ専門的な共同タスクフォースを設立する」ということが

うたわれておりまして、そのタスクフォースの体制や役割等については、日本側事務局と

して、一般財団法人中東協力センターが名指しでそのときの文書に署名されているところ

でございます。 

 当初、これが平成20年度から24年度までの５年間となっておりましたが、その後、昨年

のちょうど今頃の２月、茂木経済産業大臣の同国訪問の際に発表された共同声明の中で、

さらに５年間延長され、今年度から新たに５年がスタートしているところでございます。 

 次のページが、アブダビとの産業協力スキームです。これも基本的には似たような構造

でございます。アブダビについては、一昨年の11月にアブダビ経済開発庁と中東協力セン
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ターの間で締結された覚書に基づく事業でございまして、この覚書の中においては、日本

の経済産業省とアブダビ側の経済開発庁がこの事業を支援するという形になっております。

昨年５月の安倍総理大臣のアブダビ訪問に際して発表された共同声明の中で、この同覚書

が両首脳から支持されていることであります。これについても、サウジと同様、今年度か

ら５年間でございます。 

 アブダビ、サウジ、それぞれ中東の国ではありますけれども、まずは、彼らとして、中

東協力センターのこれまでの能力や経験を十分に把握した上で、中東協力センターの能力

が認められた上で、彼らとしては名指しで中東協力センターとやってみたいということで、

それぞれの覚書なり共同声明で明記されているところでございます。 

 次のページの３番目で「具体的な業務内容について」とございますが、先ほどの繰り返

しですけれども、日本の企業に少しでも多くサウジアラビア、アブダビへ投資して、そこ

でビジネスの機会をつくるとともに、現地の雇用促進、経済発展に貢献することが最大の

ねらいです。 

 ちなみに、柱書き３件ありますけれども、具体的な数値目標は設定しておりませんが、

参考までに、平成25年度から29年については、前期（平成20～24年度）のサウジアラビア

の件でいきますと、８社が現地に投資しております。これを１つの目標として頑張ってい

こうと思っております。 

具体的な活動ですが、大きく２つ柱があります。一番上がサウジアラビア及びアブダビ

へ投資を行う我が国企業の発掘・支援、そして、投資環境の向上・支援に対する業務とし

て①番、例えば現地に進出の可能性のある企業からヒアリングをしたり、あるいは、現地

への進出を促進するためのセミナー、ワークショップによる情報の共有。あるいは、現地

の調査ミッションを派遣して、現地の状況や現地の企業・政府機関等との意見交換を行い

ます。 

②として、現地に進出の可能性のある具体的案件があった場合に、その進出の可能性を

感じている企業と相談しながら、例えば具体的な事業のコストや採算性、法的・技術的な

問題に関する現地調査を一緒に行って、行いますが、そういうものに対する支援などを行

います。 

③番目には、現地への進出を検討している企業に対するサポートの観点から、現地に常

駐しているアドバイザーを置きまして、現地の情報収集あるいは関係機関とのネットワー

クを深めることによってサポートをしているところでございます。 

④番目が、現地の合弁相手となる企業や、あるいは、現地の技術移転先の候補になる企

業に逆に日本に来ていただいて、我々の日本の企業活動の状況とか、あるいは、彼らのニ

ーズをきめ細かく聞いて、それを投資を考えている企業にフィードバックするというよう

な機会も設けております。 

大きな柱の２番目ですけれども、これは両国と我が国との間で、ハイレベルでの情報共

有、意見交換、あるいは、人的ネットワークを深めるための場を幾つか設けております。
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①番目が、現地の政府も政府関係機関あるいは地方行政機関などのトップレベルの方と、

お互いに行ったり来たりして会談を実施し、あるいは、我が国企業への視察などのアレン

ジメントをして、トップレベルにおいて日本の企業活動の状況を知っていただくというも

のが１つ。②番目は、我が国政府や相手国政府との協力の上で、両国のビジネス関係者を

集めて、双方のシーズやニーズの状況あるいは現地の投資環境についての情報共有を行う

などのフォーラムの開催などを行っているところでございます。 

簡単ではありますが、おおむね以上です。 

〇小幡主査 ありがとうございました。 

 ただいま御説明いただいた内容について、委員の方々から、御質問・御意見の御発言を

お願いできればと思います。いかがでしょうか。 

〇石堂副主査 形式的な話かもしれませんけれども、サウジアラビアとアブダビでは、同

じ中東協力センターがかんでいると言っても、その成り立ちがちょっと違うのですね。サ

ウジアラビアは国と国との約束があって、その中で中東協力センターが締結している。も

う一つのアブダビは、最初からアブダビの政府と中東協力センターが独自に話し合って決

めたという感じですか。 

〇藤野部長 後者の場合も、覚書に署名したのは中東協力センターでありますけれども、

その過程におきまして、そこのパラグラフの２つ目にありますけれども、経済産業省とそ

こは密接に協力をしまして、経済産業省も政府として先方といろいろ調整などをして、そ

の合意ができたところで、中東協力センターが署名の主体になったという形式です。した

がって、中東協力センターが行って、勝手に決めてきてしまったので、その後、経済産業

省に支援してよという構造ではないです。 

〇石堂副主査 つまり、一緒だと考えていいですね。 

〇藤野部長 一緒です。あくまで形式的な違いです。 

〇工藤専門委員 話は違うのですが、資料Ｂ－３の17ページで、再委託のことをちょっと

伺いたいのです。野村総研にそんなに大きなものではない、3,945万円分の再委託がありま

すが、詳細がよくわからないのですけれども、実際にどういった業務の再委託をされてい

るのか。幾つかに分かれているようでもありますので、簡単な概略を教えていただければ

幸いです。それ以外にも、少し違った、例えば三菱テクノリサーチとか、海外のかどうか

わかりませんが、Frost & Sullivan International とか、その辺を教えていただけますか。 

〇藤野部長 本事業のプロセスの大きな流れですけれども、相手国と話し合って、どんな

ニーズがあるか、どんな産業分野に来てほしいかというのを把握する。それを踏まえて、

日本側でそれに合致する企業があるかないか。その上で、その日本の候補企業のパートナ

ーを向こうで探して、その上で、こっちから現地に行ってみて、投資決定となりますけれ

ども、今申し上げた２番目のところ、要は、相手のニーズを踏まえて国内にどういう企業

があるのかというのは、中東協力センターは中東の専門家ですけれども、日本の企業活動、

経済活動については必ずしも詳しくないものですから、そこのところで外注して、外注先
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のネットワークやこれまでの経験をもとに、より多くの企業のリストの中から候補となる

企業をピックアップしていただくと。そういうところは外注に依存しております。さらに

は、現地に一緒に行ったときにも、そういう方に一緒についてきていただいて、帰った後

のフォローなども含めてそういう事業はお願いしております。それが外注の大きな趣旨で

す。 

〇工藤専門委員 それの確認ですけれども、実際に再委託の形で外注をやっているのは、

主に日本の候補企業のリストアップという趣旨でよろしいのでしょうか。 

〇藤野部長 そうですね。それと、現地に行って、あるいは、帰ってきたときに、日本の

候補企業のサポートとか、あるいは、情報共有とかです。 

〇工藤専門委員 それは、いろいろな会社に再委託されて外注をされているようですけれ

ども、その具体的な役割分担とかというのは、差し支えない程度でもしわかれば教えてい

ただきたいのです。 

〇藤野部長 これは、中東協力センターと外注ですか。 

〇工藤専門委員 役割分担ですし、複数の会社に外注されている場合、それぞれの会社の

特徴があるかとは思うのですが、どういった関係で、どういうものをどこに外注されてい

ることがわかりますか。何か特定の内容であれば、考え方とかでも結構です。こういう業

務についてはここの会社でとかですね。テクニカルなサポートはこことかですね。多分、

いろいろと特徴があるのかとは推測します。 

〇佐藤課長 お答えいたします。佐藤でございます。 

 今、委員がおっしゃられたのは、再委託のほうのシートをごらんになっているかと思い

ます。今、藤野が御説明したのは、コンサルティングサービス契約の外注契約でございま

す。そのほかに、数百万から多くて1,000万程度の話があるのですが、これは個別の単発の

調査がございまして。例えばの例ですけれども、サウジアラビアにおけるアルミの下流産

業調査とか、有望化学品・技術保有日本企業の調査とか、そういった単発の調査が別途、

外注でございます。これについては、それぞれの分野での特色のある企業が基本的に再委

託しておりますが、基本的には、選定の方法は公募で選んでおります。 

〇藤野部長 先ほど申し上げた企業発掘については、野村総研をベースとしつつ、個別に

特定のニーズがあった場合、アドホック的に出すと。例えば、サウジアラビアのアルミ下

流産業調査は極めてニッチでベーシックなものとかがあったときには、それはアドホック

で外注すると、そういう形式になっているということです。 

〇石堂副主査 説明の冒頭で、良好な国と国の関係ということが出てきて、恐らく中東協

力センターの役割は非常に良好な関係に資しているのだと思うのですね。そうすると、こ

の仕事に例えば調査をかけて、今まで全く聞いたことのない人間が、今度その仕事をやる

ことになりましたというふうに登場するということは、その関係にとって相当障害がある

というふうに考えられますか。 

〇藤野部長 障害というか、まず、それ以前に受け入れていただけるかどうかというそも
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そも論。向こうのしかるべき人に会っていただけるかどうかというところから、大きなチ

ャレンジになると思います。 

〇石堂副主査 中東協力センターというのは、かなり幅広く業務をやっている感じの概要

の説明の資料がありますけれども、今お話しになっているサウジアラビアとアブダビの関

係は、たしか年間で４億ぐらいの規模だったと思うのですね。中東協力センター全体の事

業規模から言ったら、これは微々たるものなのですか。 

〇佐藤課長 ざっくり申し上げますと、全体的に、本件の受託の部分と、あと、国からの

補助金とかそういうのもございますので、おおむね半分以下かと思います。 

〇石堂副主査 そうすると、中東協力センターは一般財団法人になっていますから、世界

中の調査物なんかにみずから入札に参加して仕事を取ってくるというケースが恐らくある

のだろうと思うのですね。逆に言うと、入札に参加したけれども、総合評価にせよ何にせ

よ破れて取れないケースも幾多あるのではないかなと想像するのですけれども、それは逆

に言うと、中東協力センターと同じくらいの能力を持っている存在は世の中に結構ありま

すよという状況ととらえているのかどうか、そこはどうなのですか。 

〇藤野部長 その業務によりけりだと思います。少なくとも日本においては、中東の産油・

産ガス主要国との間において、中東協力センターほどの能力がある機関は我々が知る限り

ないと。特に相手との人的ネットワーク、中東現地における社会情勢、経済情勢について

の実体験を含む経験、そういうものにおいては、中東協力センターは抜け出ていると考え

ています。 

〇石堂副主査 これが一般財団法人になってから、中東・北アフリカというくくりでしか

基本的には仕事をしないということですか。 

〇藤野部長 はい。 

〇樫谷副主査 一般になったというのは、どういう理由ですか。 

〇根井理事 済みません。私どもは関与しておりませんので。 

〇小幡主査 その法人の御判断ですね。 

〇樫谷副主査 公的な仕事が多いと思うので、財産が10億ほどあるので、公的な仕事が多

かったという感じがしたものですから。 

〇小幡主査 事務的な事情で一般法人を選ぶこともありますので。 

 国際協定との関係ですが、覚書に基づき実施している業務以外のものは、産業協力事業

の中でどのぐらいあるのですか。つまり、国際協定上、もうここがやらなければいけない

となっているものにほぼ尽きてしまっているのか。あるいは、周辺にもっとたくさんある

のかという、イメージがわからないので。 

〇根井理事 私どもはその協定の範囲のものをお願いしていると承知しております。とい

うのは、私どもからすれば、私どもも交付金の中からいただいておりますので、逆に言え

ば、私どもは資源エネルギー庁からいただいて、その協定に従って中東協力センターを通

じてその企業を支援するということが指示されていますので、私どもとしては、逆に、そ
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れ以外のものに支出する、または使うことはありません。 

〇小幡主査 そうすると、競争入札して、ほかのところが取ったら困るということになり

ますね。 

〇藤野部長 はい。ありていに言うと。 

〇樫谷副主査 ただ、それはそういう実施要項をつくってやればいいのですね。あるかな

いかは別だけれども、同じレベルでないといけないということは、それはないのではない

かというお話ですね。 

〇小幡主査 そういうことですね。 

〇藤野部長 そうです。 

〇根井理事 形の上では、当然、できるだけ公募をしたほうがいいということの全体の議

論があるものですから、一応20年度、25年度、それぞれの初年度は、形の上では公募の形

をとりました。実際上は、ほかに言って来られる方もなかったというのが実態ではござい

ます。 

〇浅羽専門委員 もしも、別の者の入札を落としたとして、こうした協定での使命や決め

があることから、中東協力センターにその一部を外部委託するというような形でプログラ

ムを組んでみようというようなことは、この協定上等で問題にはならないものでしょうか。

それではだめだということになるのでしょうか。 

〇藤野部長 それはだめですね。 

〇浦田企画官 資源エネルギー庁ですけれども、中東協力センターに、この協定に基づい

てお願いしている業務は、この協定上、サウジアラビア並びにアブダビとの間の産業協力、

つまり投資を促進しようと。そのための仕組みをつくりましょうという全体を中東協力セ

ンターにサウジとアブダビとの約束に基づいてお願いをしているということになります。

個別の事業、例えばミッションを派遣するとか、あるいは、調査をするというのは、全部

そのアンブレラのもとにぶらさがっている事業ということになります。したがって、その

個別の事業だけ切り出して、そこだけ中東協力センターがやることになりましたというこ

とになってしまいますと、アブダビ政府、サウジアラビア政府との間で、約束が違ってい

るということになりますので、そこを一から説明をし直すというプロセスが必要になって

くるということでございます。 

〇浅羽専門委員 国内と海外と切り分けて、野村総研さんに外部委託しているということ

なので、野村と中東協力センターが一緒にやるとか、そういうようなことも考えられない

ということなのでしょうか。 

〇藤野部長 そこは、サウジ側・アブダビ側の相手次第だと思います。我々のこれまでの

経験から言うと、やはり中東協力センターの経験と知名度、これまでの人脈で、これは我々

の想像ですけれども、向こう側からすれば、中東協力センターならば信用してみようかな

というものがあってやっていただいていると思います。そこのところに、今度、中東協力

センターと野村が一緒に行って、一緒の顔で並んだときに、野村の人に対して中東協力セ
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ンターと同じような信頼感なり対等なパートナーとしておつき合いいただけるかどうかは

保証の限りではなく、そこはわかりませんとお答えするしかないのですけれども、我々の

これまでの経験から言うと、難しいのではないかなというふうに感じています。したがっ

て、我々としては、中東協力センターが、相手とのまず窓口であり、あと、事業全体のオ

ペレーターになるのが一番合理的だと思って、このような形でやらせていただいています。 

〇工藤専門委員 先ほどいろいろ質問をさせていただいたことと関係するのですが、例え

ば、今、さらに、コンサルティング系の会社とか、調査を別のところに外注されていると

いうことですけれども、向こうでのマーケット調査とか、それに基づいて日本の中での候

補の会社のリストアップは、結果的には、中東協力センターにその結果を報告するわけで

すが、そこのところを一旦中東協力センターが受けて、その傘の下にしないで、別事業と

して立てて、それは別の契約でお願いした上で、あくまでもその報告先は中東協力センタ

ーにするというような仕事の流れはできないのですか。先ほどのお話だと、日本の会社の

中でマッチングしそうな会社のリストアップというのは、その結果を向こう側の例えばサ

ウジアラビアとか UAE とかに言うわけではないと思うので、結果的に、その切り分けを傘

の中にしないで、傘の外側にして、そちらとの関係でというふうな形は難しいのですか。 

〇藤野部長 要は、相合い傘ではなくて、傘を２本という形ですか。 

〇工藤専門委員 そういうような感じですね。 

〇藤野部長 傘を２本にしたときに、その２つの傘と契約をするのは、誰が想定されます

か。それは多分中東側では難しくて、それは今申し上げた理由により。 

〇小幡主査 経産省さんとしては、協力事業を相手国との関係で中東協力センターの顔が

必要だということですね。日本国内のリストアップとかそういうのを別事業にして、今野

村総研に再委託されているようなものを切り出せることは可能かということですね。 

〇根井理事 今おっしゃっているのは理解したつもりですが、先ほど質問をしているとき

に、多分、中東協力センターが企業のリストアップの依頼をして、そのまま現地に伝える

といいますか、それがそのまま流れるようなイメージで多分御説明をしていたようにお聞

きになったのではないかと思うのですけれども、そうではなく、実態は、中東協力センタ

ーが得意ではないものは、当然、日本の企業動向で、最近、どういった企業が海外への投

資とか進出とかそういうことを考えているかといったところの情報のまず最初の入口のと

ころは、中東のこともあって、そこそこの土地カンを持って出していただけるのが、過去

はほかにもいらっしゃったけれども、結果として、野村さんぐらいしかそういうことをや

っていただけないというような状態に実はなっています。中東とかアラブ世界のビジネス

はかなりハードルが高いのですね。そうやってきたものを、中東協力センター自身も、サ

ウジとアブダビといろいろな協力をやっているものですから、彼らの経験に照らして、ス

クリーニングして、さらに、お声がけをして、一緒にサウジに行きませんかといった形で、

結構手間暇かけてそういう企業をリクルートして一緒に行くというプロセスに持っていっ

ているのが実態です。おっしゃっていることはよくわかるのですけれども、国内の仕事と
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海外の仕事とを分けて、そのインターフェースは誰がやるかという、そこのところだと思

います。 

〇樫谷副主査 JETRO なんかの役割とどういう違いがあるのですか。今聞いていると、JET

RO と同じようなことをやっているのではないか。あれは経産省の仕組みなので、エネ庁は

ここですよということなのかどうなのかですね。 

〇藤野部長 JETRO で投資促進を行っています。ただ、サウジ、アブダビにおいても、基

本的には、これは投資促進をねらいとするものですが、相手のカウンターパートが石油大

臣であったり、石油関係者であったりして、そこは、先ほどから申し上げますように、石

油の人脈、石油の経験が重視されているものですから、その点については、我々も JETRO

も了解の上で、これはやはり中東協力センターに中心になってやっていただこうというの

が、国内におけるコンセンサスになっています。 

〇樫谷副主査 私が今何で一般ですかと聞いたのは、国に近い業務をされているので、そ

こが何で一般なのかという単純な疑問だったのです。 

〇小幡主査 そこはと国際協定があるので、むしろ、会計法令で随意契約にもできそうな

ところでもあるということですね。それでも開いたほうがいいという御判断でやっていら

っしゃるということはわかりました。 

 そろそろよろしいでしょうか。 

 それでは、「中東産油国向け産業協力事業」についての審議は、これまでとさせていただ

いて、事務局から、本日の議論の整理をしていただければと思います。 

〇事務局 整理の前に、何点か確認させていただきたいのですけれども、工藤先生からあ

った、日本側でやっている業務を切り出せないか、今、野村総研がやっているような業務

を切り出せないかというところで、そこはいろいろ中東の相手の国との関係があるので、

なかなか厳しいのではないかというような御指摘だったと思うのですけれども、資料のＢ

－３の26ページ目を開いていただきたいのですけれども、こちらが平成25年度の野村に委

託している業務の公募要領となっておりまして。その中の３．の「業務概要」を見ると、

（１）の「アブダビ、サウジアラビアに進出可能性のある日本企業の抽出、およびそれら

企業への働きかけ、ヒアリング」とか、（３）を見ると、「アブダビ、サウジアラビア進出

に関心を示した企業への情報提供、コンサルティング、同国進出の意思決定支援」とか、

（４）には、サウジの経済状況の分析とか、（７）を見ると、日本企業との面談をして、調

査ミッションへの同行とか、特に相手方との関係を有してないような事業があるのではな

いかと考えているのですけれども、いかがですか。 

〇藤野部長 そこは、あとは、個々の効率性があるかなと思います。だから、そこの部分

を切り出してやることのメリットと、あと、その分、作業が倍になること。もう一つは、

実際に野村に切り出す業務とはいえ、それは中東協力センターが全体の業務量を見ながら、

適宜、判断しながらやっております。特に中東相手の場合ですと、毎年度計画はつくるの

ですけれども、相手の事情によって急に取りやめになったり、延期になったり、あるいは、
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急にやることになったりするということを考えると、そういう変動も想定すると、私ども

としては、中東協力センターが常に窓口になって、そこから野村にどの程度の業務をさら

に外注するか、しないかというのは、その場、業務量を判断するのとあわせ、その実際の

資金の支払いもあわせてやっていただくほうが、トータルとしては効率的ではないかとい

うふうに考えています。 

〇事務局 事務局としては、切り出すことのメリットとデメリットを一旦整理していただ

いて協力していただければ、それを監理委員会に報告するというようなところがよろしい

のかなと思いますけれども、いかがでしょうか。 

〇小幡主査 ただいま、事務局からの提案がございましたが、各委員からは。 

〇石堂副主査 結局、市場化テストというような形でこうやるということは、契約そのも

のが合理的になるのだということを我々は考えているわけですけれども、ちょっと相手の

ある話で、相手にそれを説明し、納得してもらえるかどうかというところがひっかかって

しまうのかなという感じですね。 

〇藤野部長 わかっております。 

〇小幡主査 そういうところも含めて、メリット、デメリットについても御検討をいただ

くということでよろしいでしょうか。 

〇藤野部長 はい。 

〇小幡主査 それでは、本日いろいろ御議論がございましたので、各委員から示された課

題や意見等について、特に、相手国との関係のないところの日本国内での例えば再委託し

ている分等についての切り出しの可能性等について、実施府省において、１か月程度をめ

どに取りまとめていただき、事務局を通じて御回答をいただきたいと思います。その結果

について、各委員で確認したいと思っております。 

 本日の議論を踏まえまして、私と事務局とで調整の上、監理委員会への報告資料を整理

したいと思います。 

 整理したものにつきましては、事務局から３月の監理委員会の本委員会に報告をいただ

くということになります。 

 それから、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認をしたい

事項がございましたら、事務局にお寄せください。事務局において整理をしていただいた

上で、各委員にその結果を送付していただくことにいたします。 

 事務局、よろしいですか。 

〇事務局 はい。 

〇小幡主査 それでは、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構、経済産業省の皆

様におかれましては、御出席ありがとうございました。 

 

（（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構、経済産業省退室、国土交通省入室） 
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〇小幡主査 続きまして、国土交通省の「全国港湾海洋波浪情報網における海象情報デー

タ伝送補助業務」につきまして、審議を行います。 

 本日は、国土交通省港湾局技術監理室遠藤室長に御出席いただいております。別表フォ

ローアップに関する対応についての御説明をお願いしたいと思います。短くて恐縮ですが、

説明は10分以内でお願いいたします。 

〇遠藤室長 早速でございますが、資料３－２をもちまして御説明をしたいと思います。 

３－２の１ページをめくっていただきまして、表紙の裏側に（参考）と書いているとこ

ろがございます。これは全国港湾海洋波浪情報網、通称ナウファスと呼んでいる仕組みが

ありますが、このナウファスは港湾整備事業の実施に必要な波浪、潮位情報の取得を目的

といたしまして、地方整備局等が設置をしている、海象計、GPS 波浪計、その小さな写真

に写っているものですけれども、こういった観測データを一元的に処理をするための情報

網として構築・運営をしているものでございます。 

海象観測結果をリアルタイムに処理し、インターネット上で公開することで、海上の港

湾工事とか、港湾の荷役の安全性の確保、または、台風接近時の防災対策の構築に活用さ

れているというような仕組みでございます。 

また、リアルタイムデータについては、気象庁とか関係機関に情報提供も行ってござい

ます。 

本日のヒアリング対象となっております海洋情報データ伝送業務につきましては、平成

24年度までは、独立行政法人港湾空港技術研究所で発注していた業務でございましたが、

業務の内容の見直しを行っておりまして。平成25年度からは、国土技術政策総合研究所か

ら業務発注を行っているというものでございます。本日は、両研究所から出席をさせてい

ただいてございます。 

まず、港湾空港技術研究所から、業務の概要説明とこれまで行ってきた入札契約にかか

わる改善の取組について説明をした後、25年度の内容につきまして、国総研から説明をさ

せていただきたいと思います。 

〇西本統括研究官 港湾空港技術研究所の西本と申します。よろしくお願いいたします。 

 全国の港湾海洋波浪情報網は、これは１ページにございますけれども、主に伝送補助業

務と統計解析補助業務に分けられておりまして、私どもの研究所で別々に発注してまいり

ました。まず、伝送補助業務ですけれども、全国の港湾からオンラインで収集いたしまし

た観測データの簡易な処理及び異常値の監視を行いますとともに、Web サイトでの公開の

運用及び気象庁などにリアルタイムに伝送する。という業務でございます。平成24年度ま

では、作業を実施するタイミングなどを考慮いたしまして、伝送業務によって受信した波

浪の観測波形におきまして、機械的に除去できなかったノイズなどを人の目で確認して除

去するという観測データの速報処理なども含めて、私ども研究所が業務を発注してまいり

ました。 
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この業務に関します１者応札に向けての改善の取組状況でございますけれども、これも

別途資料があります。 

〇事務局 こちらの資料は今回添付しておりませんので、御説明をお願いします。 

〇西本統括研究官 平成22年度から一般競争、基本的に価格競争で進めることとしており

ます。参加資格の要件も積極的に緩和を行っておりまして、例えば平成22年度には、次の

ような条件、「平成６年４月以降に同種業務に従事した経験を有する者」という条件をつけ

ておりましたけれども、平成23年度以降は、それも落としております。ですから、特に要

件は付してないというようなところでございますし、複数者が応札してきた年度もござい

ます。 

 次に統計解析補助業務ですけれども、これは５ページをごらんになっていただければい

いと思いますが、平成25年度には、データ伝送補助業務のうち、観測データ速報処理やサ

ーバー関連業務を切り離すこととなりました。残ったデータ伝送補助業務は国総研、観測

データ速報処理等は私どもの研究所で扱うこととなりました。もともと私どもの研究所で

は、速報処理を終えた波浪の観測波形に対して、超音波による波形が欠測と処理された部

分について、水圧のデータをもとに波形を補完するという、いわば確定処理を行うための

統計解析補助業務を受託しておりました。確定処理と速報処理は、時間軸が違うだけで、

技術的には同じ内容であることから、この統計解析補助業務の中に速報処理を取り入れる

ことといたしました。 

これに関します１者応札改善に向けた取組状況ですけれども、これについても、平成22

年度から一般競争入札によります最低価格方式で進めておりまして、参加資格の要件につ

いても、先ほどと同様ですが、平成22年度に、「平成６年４月以降に同種業務に従事した経

験を有する者」をつけておりましたけれども、23年度以降はそれも落としていて、複数業

者が応札した年度もあるというような状況でございます。 

 港空研からは以上でございます。 

〇遠藤室長 引き続きまして、25年度の国総研に移した業務について、国総研から説明さ

せていただきます。 

〇山本副所長 国総研の副所長をしております山本でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 25年度から、今ほど御説明がありましたように、一部を切り分けまして、国総研でお引

き受けして、調査を実施しております。４ページ目の【変更後】という部分がございます

が、そこの一番上で、伝送補助業務２つあり、観測情報システム運用状況監視ということ

で、データがきちんととれているのか、それから、ネットワーク機器に問題がないかとか、

Webの運用状況はどうかと、まさにそういう物事が動いているかどうかを監視する業務と、

それから、Webサイトの更新の業務と、非常に単純な部分を切り出して、できるだけ競争状

況がうまくいくようにという形でやっております。25年度の状況については、３者が応募

されました。入札関係書類を入手した者が６者おり、そのうちの３者が応札されまして、
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結果としては、日本気象協会が取られたという形になっております。 

 以上でございます。 

〇遠藤室長 説明は以上でございます。 

〇小幡主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました別表フォローアップに関する対応について、

委員の方からの御質問・御意見をお願いいたします。 

〇川澤専門委員 先ほど御説明いただきました際に、入札参加資格を緩和されて、競争参

加者が増加するようなお取り組みをされていらっしゃるということだったのですが、あわ

せて、一般競争入札の価格競争を実施されているということで、特にサービスの質といい

ますか、そういったものが低下したということがないかとか、逆に、総合評価を導入する

ことで、質を担保するような入札の方向に変更することが必要ではないか、その辺りのお

考えはいかがでしょうか。 

〇河合海洋情報研究領域長 港湾空港技術研究所の河合と申します。 

業務の発注した内容について質が落ちるということは、今までに経験しておりません。 

〇小幡主査 その辺りは、問題なかったということですね。 

〇河合海洋情報研究領域長 はい。 

〇石堂副主査 御説明の２ページのナウファスの部分で、出だしが「港湾整備事業の」と

始まったものですから、私は、例えば港をつくるとか、埠頭を新たにつくるとか、あるい

は、その港湾設備を改善するとか、いわゆる工事のために必要なデータ取得かなと思った

のですが、そうでもないのですか。 

〇遠藤室長 基本的にそうでございます。 

〇石堂副主査 そうすると、全国の青や赤がいっぱいついているところは、それぞれ近い

将来、工事がある、工事の計画のある港湾であって、その工事のために必要なデータを一

生懸命やっていると。そうすると、港湾の工事が始まると、そこのところはもう必要がな

いということで、調査をやめていくという、そんな感じでとらえていいですか。 

〇遠藤室長 港湾工事を実施するときに、いろいろな作業船とかを入れて、波の比較的静

穏なときにいろいろな作業をして、台風とか本当に波が大きいときに避難をさせないとい

けないのですね。そういうような工事の安全管理のために、こういったリアルタイムの情

報は使われております。なので、工事を着手する場合に、港湾施設をどういうサイズでつ

くるのかというような設計の段階にも、こういった統計データは使われますし、港湾整備

をしている間、工事の安全管理のためにも使われています。 

〇石堂副主査 そうすると、逆に言うと、一応事業は終わりと、これで完成となれば、そ

こで調査は終わるということですか。 

〇遠藤室長 そういう場合もありますし、当該の港で波浪を観測しているところで、全部

のところで波浪観測ができてないのです。全ての港湾工事をやっているところで、全部波

浪観測ができてないので、使い方としては、近隣の波浪観測データを使って、ないところ
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は補完をしながらそういった工事に活用しているところもあるので、今、赤点のところで、

波浪観測地点76点とありますけれども、これよりも港湾工事を実施している港は、もっと

多くなります。ですから、最低限必要なところの波浪観測をしているというようなイメー

ジになります。 

〇石堂副主査 事業規模で、年度7,000万ぐらいの感じかなと思ったのですけれども、これ

でも足りないぐらいで、このぐらいはずっと維持していきたいという、そういう事業規模

ですか。 

〇遠藤室長 これは、各現場現場で波浪観測をやっています。そのお金が入っているわけ

ではなくて、それをオンラインでナウファスという仕組みの中に持ってきて、必要に応じ

て、変なノイズみたいなものが入っていますから、そのノイズを除去したりして、あとは、

ホームページ、Web上でオンラインにリアルタイムでいろいろな港湾工事をやっている人た

ちが見れるような形に加工しながらやっております。 

〇石堂副主査 わかりました。観測そのものはやってないという形ですね。 

〇遠藤室長 はい。 

〇小幡主査 ４の実施体制は、契約の発注元が国土技術政策総合研究所にかわられたのは

いつですか。 

〇遠藤室長 25年度からです。 

〇小幡主査 それは組織の関係でそういうことになったのですか。 

〇遠藤室長 より競争性を高めるという観点で、従来、独立行政法人の中で一体的にやっ

ていましたけれども、一体的にやっているところは、研究者が必要なところに連携をして、

結局、研究者がこれがノイズかどうかというのを補助業務では出していますけれども、そ

こは研究者の視点で、本当にこれがノイズなのか、波浪の値として確かな値なのかという

のを確認しながら補正をしていきますので、そういったところは、引き続き、海洋関係、

波浪関係の研究者がいる港湾空港技術研究所に伝送しています。 

〇小幡主査 切り離して、より競争性を高めるようにということですね。 

〇遠藤室長 はい。それで、25年度からそういう工夫をした結果、国総研の入札契約業務

の中で、数者が応札して、結果として、特定のところが取っているという形でありますけ

れども、競争性は相当程度高まったかなというふうに考えております。 

〇小幡主査 観測データ速報処理、統計解析等補助業務は、１者応札になっているのです

か。今、振り分けましたね。 

〇遠藤室長 振り分けて、４ページの上から２つ目の箱のところです。これは１者応札に

なっています。25年度は、１者応札です。過去は、複数者の応札がございました。たまた

ま25年度は１者応札でありました。 

〇小幡主査 そちらは、何か改善の努力というか、何か改善のお取り組みをなさる予定は

あるのですか。 

〇遠藤室長 これは、現状でも、入札参加資格要件をほとんど設けてないのです。だから、
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もうほとんどノーガードというか、誰でも応札できるような、同種類似業務も設けてなか

ったり、先ほど説明がありましたけれども、22年度までは、過去同種に従事した経験はあ

る者というふうに定めていましたけれども、それすらなくしたという、我々はいろいろな

業務を発注していますけれども、これ以上できないぐらい参加要件を。 

〇小幡主査 その前はどうでしたか。 

〇遠藤室長 24年度、25年度は１者応札で、今持っているデータでいきますと22年度。 

〇小幡主査 切り分けてないときですか。 

〇遠藤室長 そうです。切り分けてないときで、２つ目の箱の統計解析補助業務の中で、

上側の白地の部分は、従来から港空研で発注をしていたところです。25年度は、データ伝

送業務から①という黄色の部分を持ってきて、一体的に発注しました。 

〇小幡主査 それは抱き合わせ発注したほうがいいという、そういう関連性があるのです

か。 

〇河合海洋情報研究領域長 データを少しずつチェックしていくプロセスがありますので、

比較的共通性があります。 

〇小幡主査 抱き合わせにしたことによって、１者になったということではないですか。 

〇河合海洋情報研究領域長 必ずしもそういうわけではありません。関連性のある業務な

ので、一緒にしたということです。 

〇川澤専門委員 統計解析補助業務ですけれども、受注されていらっしゃる方は、２つの

業務をあわせて発注した後も、従前から同じ事業者が受注されていらっしゃるのでしょう

か。 

〇西本統括研究官 結果的には、同じ業者でございます。 

〇川澤専門委員 恐らくデータ処理の場合、かなりノウハウが一つの会社のほうが安い可

能性があるのかなと推測されるのですけれども、中には、受注者さんのノウハウにかかわ

らない場合は、積極的に入札仕様書の中で公表されているとか、そういった資格にかかわ

らない情報公開の努力といいますか、お取り組みはいかがでしょうか。 

〇河合海洋情報研究領域長 毎年、仕様書でやる内容を細かく書くような努力は続けてお

ります。 

〇小幡主査 気象協会が取っているのですか。 

〇西本統括研究官 統計解析補助業務は気象協会ではありません。 

〇事務局 統計解析補助業務は、株式会社エコーという港湾とか河川の建設コンサルタン

トの会社です。 

〇小幡主査 これが22年度から続けているわけですか。 

〇西本統括研究官 はい。 

〇工藤専門委員 気象協会がやっている部分は、どの部分ですか。 

〇河合海洋情報研究領域長 変更前のでいきますと、データ伝送補助業務と囲ってあるも

のが気象協会です。それから、変更後の一番上のデータ伝送補助業務も気象協会です。 
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〇工藤専門委員 上の四角ですね。 

〇河合海洋情報研究領域長 上のオレンジの四角です。 

〇小幡主査 気象協会は、以前は、再委託はしていましたか。自分でやっていましたか。 

〇西本統括研究官 特に、再委託はないということです。 

〇工藤専門委員 ちょっと根本的なことですけれども、切り分けをするに当たって、あと、

かなり詳細にわたる仕様書を出していらっしゃるということですが、ここの観測データ速

報処理と、今度切り分けられた、２つ目の統計解析補助業務で、上の白い四角と黄色くな

っているところで、例えば、下のほうの観測データ速報処理に関しては、24年までと25年

は、何か内容的な変化は、ここの部分はあったのでしょうか。 

〇河合海洋情報研究領域長 速報処理、変更前と変更後で比べて、内容的にはほとんど差

はありません。 

〇工藤専門委員 逆に、このすぐ上の観測情報データ確定処理波浪推算等は、それまでは

どこにあったものをどういうふうに切り分けて、多分、実際額的には変わっていますね。

そうすると、何か変わった要求を出しているのかなとは思うのですが、ここは何か具体的

な変更点はあったのでしょうか。24年度と25年度ですね。 

〇河合海洋情報研究領域長 25年の白い枠の観測情報確定処理波浪推算等は、変更前では、

それだけで発注をしていました。港空研から出しておりました。 

〇石堂副主査 資格要件を下げられるだけ下げたけれども、余り参加してこないことにつ

いては、何か分析・検討されてないですか。おいしくないということですか。 

〇小幡主査 例えば複数年にするとか、何か工夫をもう少し考えているということはあり

ませんか。情報開示のやり方とか。 

 気象協会さんがずっとやっている感じですね。観測データ速報処理については、１者応

札が続いていますね。 

〇西本統括研究官 私どもといたしましても、先ほどの説明でも申し上げましたように、

それこそ本当に要件を、前までつけていたのも外してということでございました。 

〇石堂副主査 御説明では、やりたいところを全部やっているわけではないというお話が

ちょっとありましたね。 

〇遠藤室長 それは、波浪観測という意味で、波浪観測自体が、全部の港でやっているわ

けではないということです。 

〇石堂副主査 それは処理業務のほうに含んでいるのでしょうから、予算で頭を抑えられ

ているのであれば、必要性は高まったにせよ、観測を必要とする波浪があっても、大体発

注するボリュームは一緒だと。要するに、複数年契約ができない理由、毎年ボリュームが

どんどん変わるというと、複数年契約は難しいかもしれませんけれども、予算を考えると

そうでもないとなれば、複数年契約は別にやれない理由はないのではないかという気がし

ます。 

〇遠藤室長 それは解析と両方という意味ですか。 
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〇石堂副主査 ええ。要するに、ガードを下げたけれども、誰も来ないということになる

と、何か魅力をつけないと、１者応札をまた繰り返すことになってしまうと思うのですね。 

〇小幡主査 さらなる改善の試みといいますか、意思はおありかということです。 

〇遠藤室長 データ伝送補助業務、従来の25年度は残した、一番上の箱については、こう

いう工夫をして、25年は３者応札をしているので、こちらのほうは来年どうなるかは定か

ではないですけれども、相当程度興味を、６者ぐらいが入札の情報を見に来ています。 

〇小幡主査 統計解析補助業務のほうですね。 

〇西本統括研究官 そういう面で１つ考えるとすれば、統計解析補助業務の中の確定処理

と速報処理の部分を切り分けてやってみることは考えてもいいのかなというようには思っ

ております。各年度によって数量の変動などもありますので、そういうことでやってみる

ことは考えてみる価値はあるかなというように考えております。 

〇小幡主査 それでは、時間となりましたので、別表フォローアップに関する対応につい

ての審議はこれまでとさせていただきます。 

 事務局から、本日の議論の整理をお願いいたします。 

〇事務局 先ほどまでの議論を踏まえまして、平成25年度においては、データ伝送補助業

務については、一定の競争性があるということですけれども、統計解析等補助業務につい

ては、まだ１者応札という部分もございまして、委員の御指摘もありましたとおり、複数

年化をして魅力をつけるとか、さらなる情報開示をする、業務フロー等を見直すなどの、

さらなる改善の取組が必要なのかなと考えております。 

 よって、国交省さんのほうでは、本統計解析等補助業務について、民間競争入札の導入

に向けた検討を行っていただいて、１か月後をめどに事務局に報告をいただいて、委員会

に説明するというところで、事務局としては、結論として求めてはどうかというふうに考

えております。 

〇遠藤室長 ちょっと補足させてもらっていいですか。 

〇小幡主査 はい。 

〇遠藤室長 複数年化の部分は、我々はちょっとなじまないかなと思っていまして。とい

いますのは、波浪観測をしているところは限られたところですけれども、毎年毎年ここの

現場で要るとか、例えばある現場は陸上工事だけということもあるのです。なので、とあ

る現場は海上工事があったり、とある現場は陸上工事だけ、陸上工事の現場は、波浪観測

の処理データは必要がないので、そういう意味で、毎年、ある程度港湾工事の実施内容に

応じて仕様を変えていかなければいけないのです。先ほどの補正データですね。なので、

先ほど西本から言ったように、我々ができる工夫として、今年ロットを大きくして発注し

てしまいましたけれども、来年はロットをばらけるとか、そういう形になります。 

〇事務局 その辺については、実施要項によって議論をすることも可能だと思いますので、

まずは、１者応札になっている理由を、事業者からのヒアリングを行って、要因を分析し

て、その課題を実施要項などに反映して、競争性を確保したらどうかなというふうに事務
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局としては考えます。 

〇樫谷副主査 例えば１者応札が続いていると、民間企業であれば、足元を見て、こんな

安いのは引き受けられませんと言われる可能性があるわけですね。そういうときにはどう

いうふうにしていったらいいと考えていらっしゃるのですか。もっと上げてくださいとか。 

〇遠藤室長 それは、一般的にも不調・不落みたいなものがあります。それは今の入札構

造からすると、そういった状況には至ってないかなとは思っています。そこそこの落札率

で入っているので、多分、今おっしゃったような形だと、百何％とか入れて不調または不

落みたいな形になるので、そういう状況になったら、改めて、内容を少し見直すとか、そ

ういう形にしなければいけないかもしれません。今は、まだそういった状況には至ってな

いと思います。 

〇小幡主査 事務局はよろしいでしょうか。 

〇事務局 はい。 

〇小幡主査 それでは、本日の議論で、各委員から示された課題や意見等について、実施

府省において取りまとめを検討いただきたいと思います。事務局を通じて御回答をいただ

ければと思います。 

 本日の議論を踏まえて、私と事務局とで調整の上、監理委員会への報告資料を整理した

いと思います。 

 整理したものについては、事務局から３月の監理委員会の本委員会に報告をお願いしま

す。 

 委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認をしたい事項がござ

いましたら、事務局にお寄せください。事務局において整理をしていただいた上で、各委

員にその結果を送付していただきます。 

 事務局から何かございますか。 

〇事務局 特にございません。 

〇小幡主査 それでは、国土交通省の皆様におかれましては、御出席ありがとうございま

した。 

 


